
平成２７年度決算の概要 

 

市民の皆さんが納める税金や国・県からの補助金は、市民生活のためにさまざまな形で使われてい

ます。決算は、それらのお金が、皆さんの暮らしやまちづくりにどのように生かされたのかをまとめ

たものです。今号では平成 27年度の決算の概要をお知らせします。 

 

【一般会計】 

「一般会計」は、福祉・教育など市民生活全般に関わる基本的な事業を行う会計で、徳島市の会計

の中心となるものです。 

平成 27年度の一般会計決算額は、歳入が９８３億３９８０万円、歳出が９６６億８５３６万円でし

た。翌年度へ繰り越す事業に充てる財源を差し引いた「実質収支」は、１０億４１０１万円の黒字で、

前年度の実質収支や財政調整基金への積み立てを除いた「実質単年度収支」では、２億５４７６万円

の赤字となりました。 

また、市の貯金である財政調整基金と減債基金残高は、平成 27年度末で７０億３４２０万円と、前

年度より７億２５２２万円増加しています。 

 

歳入 

歳入総額は、前年度より１１億５６９万円増加しました。 

その主な要因は、市税が２５億３４５４万円、財産収入が３億８９７８万円減少した一方で、消費

税率引上げの影響の平年度化に伴い、地方消費税交付金が２０億３８８７万円、消防債や減収補てん

債の増加などにより、市債が１０億６５００万円、施設型給付費国庫負担金や地域住民生活等緊急支

援交付金の増などにより、国庫支出金が５億６３５５万円増加したことなどによるものです。 

歳出 

歳出総額は、前年度より２２億４１６６万円増加しました。 

その主な要因は、長期債元金償還金の減などにより、公債費が３億４９８万円、中小企業振興基金

積立金の減などにより、商工費が２億５９４５万円減少した一方で、交通事業経営改善に要する経費

補助や国勢調査費の増などにより、総務費が６億９７２１万円、施設型給付費負担金の増などにより、

民生費が７億７０４０万円、道路橋りょう新設改良費の増などにより、土木費が７億２１８９万円増

加したことなどによるものです。 

 

 

（　）は構成比

一般会計決算額



【特別会計・企業会計】 

一般会計とは別に、保険料など特定の収入を財源として特定の事業を行う場合に経理を明確にする

ため設置している「特別会計」と、法律に基づいて地方公共団体が経営する水道やバス事業などの「企

業会計」があります。 

 

特別会計の決算 

特別会計全体の歳入総額は６３７億９１０万円、歳出総額は６３２億４６３７万円、歳入歳出差引

額は４億６２７３万円の黒字となりました。これは、下水道事業や介護保険事業などの黒字によるも

のです。 

企業会計の決算 

総収益は１６８億９５９７万円、総費用は１５９億１０９４万円、差し引き９億８５０３万円の黒

字となりました。これは、水道事業や病院事業などの黒字によるものです。 

 

 

 

表１　一般会計・特別会計決算額

歳入 歳出 歳入歳出差引額

９８３億３，９８０万円 ９６６億８，５３６万円
１６億５，４４４万円
(６億１，３４３万円)

国民健康保険事業 ３０４億９，７００万円 ３０６億６５１万円 △１億９５１万円

食肉センター事業 １億３，９０５万円 １億３，９０５万円

下水道事業 ５８億５，５１３万円 ５６億８，２９２万円
１億７，２２１万円
(１，１６４万円)

奨学事業 ２，５４９万円 １，９６９万円 ５８０万円

土地取得事業 ５億５，５４７万円 ５億５，５４７万円

住宅新築資金等貸付事業 １，１９２万円 １，１９２万円

介護保険事業 ２３４億４，５８４万円 ２３１億７，２０８万円
２億７，３７６万円

（５７万円）

後期高齢者医療事業 ３１億７，９２０万円 ３０億５，８７３万円 １億２，０４７万円

※注　歳入歳出差引額欄の（　）は、翌年度へ繰り越す事業に充てる財源

特別会計

区分

一般会計

表２　企業会計決算額

区分 総収益 総費用 純利益（△純損失）

中央卸売市場事業 ５億３，４５７万円 ５億２，８９７万円 ５６０万円

商業観光施設事業 １億９，４０９万円 １億６，８６７万円 ２，５４２万円

水道事業 ５１億２，４４６万円 ４３億６，５５２万円 ７億５，８９４万円

旅客自動車運送事業 ７億６，９８６万円 ７億５，６２５万円 １，３６１万円

市民病院事業 １０２億７，２９９万円 １００億９，１５３万円 １億８，１４６万円


